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奈良)および愛知の場合には，表２にみられるように，1985年において各

府県とも第１次推計値がセンサス値を上まわり，最終推計値としてもその

増勢を維持し，2000年～2010年推計値は既存の推計値と比べてやや大きい

　(個別府県の減少としては2005～2010年の大阪のみである)。

　これに対して地方諸県では，秋田・山形・島根・長崎４県の推計値は

1990～2010年にわたって人口減少傾向てあり，さらに岩手・新潟・山梨・

和歌山・徳島・鹿児島の６県は増減波動を含みつつ横ばい傾向，これら以

外にも最終期間2005～2010年に減少を示す地域が少なくない。

　結局，このような推計結果からみて，上限値先決法から得られる推計値

は全般的になお大都市地域人口の増勢をある程度維持する方向である(と

くに東京の1985年センサス人口はその増勢をも上まわった)。　しかも現実の見通

しとしても，経済社会構造のあり方によって，また政策的対応が弱い場合

において，この大都市地域への人口再集中傾向がいぜんとして進行する可

能性が強いということになり，したがって今後，大都市地域諸府県の動向

については，その各府県ごとの推移に十分に注目する必要があろう。
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政を1985年時点におけるセンサス人口との乖離分でスライイドさせて拡

大済みである。もちろんこの？ごは今後さらに増加修正される可能性も

あるが，しかし現状においてみるかぎり，この上限値先決推計による全国

人口増加の趨勢はかなり強いことが明らかてある。

　第２にこの点について，全国人口増加趨勢を地域的にみるならば，表２

に示されるように，1985年におけるセンサス値と第１次推計値との比

　[PU八5）が1.0をこえる府県つまりセンサス値が上まわる府県は８地域

　（山形・福島・東京・山梨・島根・佐賀・熊本・鹿児島）の少数にとどまり，そ

れは総人口対比からみてとうぜんてある。むしろそれにもかかわらず８地

域のなかに東京が含まれることは，1980年代に登場した大都市地域とくに

東京への人口再集中を明確に示すものてある。しかもこれとの関連て東京

隣接の埼玉・千葉・神奈川をみるならば，いずれも修正比は1.0以下，と

くに埼玉のそれは全国最小の0.95148てある（表２参照）。したがって東京

を含む南関東（１都３県）としてみればpc _3027.2万，八,＝3079.7万

てあり，推計値がセンサス値を上まわる。それは結局，東京大都市圈のな

かでも東京のみに一点集中する人口増加を意味するが，しかし東京の最終

推計値は1985年の1,182.8万から2010年の1.,130.0万へ漸減となり，かつ南

関東地域としても2000年に3,263.5万，2005年3,297.3万，2010年3,282.4

万人となるｏつまり南関東人口は2005年をピークとして低下し，そのピー

ク人口は3,300万人以内にとどまり，これは既発表のいくつかの推計値に

比べてとくに大きいことはない。こうした趨勢からいえば，東京の1985年

人口の増勢は一時的突出であるが，しかし現状における日本の産業・社会

活動およびその構造変動の実態からみるならば，東京への人口再集中傾向

は近い将来に関するかぎり継続の可能性が大きい14）。したがってこうした

傾向に対して，今後，上限値先決推計値にみられる抑制力がいつからどの

程度働きうるものかが注目されることになろう。

　このような南関東地域の特徴に対して，京阪神地域（大阪・京都・兵庫。
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ず両者の比（玖5/八,＝1.00620）をとり，これを1990年以降人口研推計値

八に適用し，総人口推計修正値？ごをつくる。さきの各府県第２次推計

値をつみ上げた全国人口ΣPIはこのＰｙに一致させて再度修正する。

このため推計各年次について両者の比（Ｐ７ＺΣ？;）をとり13)これによ

って各府県を一律修正し，この結果を最終推計値Ｐrとする。

　以上の推計手続きにもとづくく推計結果は付表１～５に示されるｏ

Ⅲ　推計結果のコノント

　この推計の基本的な考え方を要約すればつぎのごとくてある。

　(1)ＤＩＤ面積割合Ｓと全域人口密度Ｄとの相関を前提にとり，これにも

とづいて上限割合次に対応する上限人口密度ＤＩを推定したこと。

　(2)この上限割合の仮定方法として，1980年Ｓく5％，次く10％かつロ

ジスティック曲線適用可能11県のデータを採用し，この理論曲線から得ら

れた1980年割合と上限割合との相関を利用したこと。

　(3)このょうに設定された上限割合を先決条件として，ここから得られ

る上限人口への漸近安定化を目ざす一つの経験理論値として推計値を決定

したこと。

　そこて以上のょうな基本手統きから得られる推計結果としてとくに注目

すべき点は，このょうに一つの経験理論値として提示された府県人口推計

値について，第１には，そのつみ上げ全国人口が総人口推計値に対して，

プラス・マイナスいずれの側にどれほど乖離しているかということ，第２

には，その乖離が地域的にみて，とくに大都市地域人口の大きさとして，

どのょうな特徴を示すかということてある。

　第１の点については，推計手続きのステップ(9)に示されたように，1985

～2010年間のすべての年次においてΣP'n>Pびであり，かつ両者の比

　(Ｐ７ＺΣ7ぢ)は1990年の0.98023から2010年の0.92304へその乖離は増大

する。しかもこのＰｙは同じステップ(9)に示したように，人口研推計値
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図２　ＤＩＤ面積割合ロジスティック曲線

　　計算可能府県の1980年実際値と上限値

　　（瓦）との関孫一全国および20府県一一

ンサス人口（速報値）玖5が公

表されている（1986年１月）。し

たがって1985年人口はセンサス

値を採用し，これと推計値との

ギャップを両者の比（玖5/Ｐ;5，

表２参照）てとり，これを1990

年以降八に適用し，各府県第

２次推計値玖を計算する。

　（9）（8）の各府県PIをつみ上

げた全国人口Σ？;はさきの人

口問題研究所推計総人口」政と

は一致しない。しかし人口研推

計値もその1985年尺5はセンサ

ス値」阿5と一致しないので，ま

表2　1985年センサス人口と第１次推計値の比（月5/尽5）
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図１　府県におけるＤＩＤ面積割合と全

　　域人口密度との関係（1980年）

スティック曲線を適用する。

このうち20府県について割合

上限値瓦の計算が成立する。

　（3）（2）の結果にもとづき，

20府県について1980年DID

面積割合Ｓとこれに対応する

割合上限値瓦とによる相関

分布をとり（表１），このうち

Ｓく5％かっ瓦＜10％（新潟

を除く）の11県をデータとし

て直線回帰式SL = aS十ゐを

計算する12）（図2）。

　（4）（3）の直線回帰式に（2）に

おいて計算が成立した20府県

以外の各県1980年DID面積

割合Ｓを適用し，その上限割

　㈲(1)の直線回帰式に(4)および②て計算された上限割合瓦を適用し，

この割合に対応する上限人口密度Dj.を計算する。この値に同じく(1)で与

えられている1980年理論値と実際値との差ｊを増減し，上限人口密度修正

値D1を確定する[D1＝Ｄz;十j]。

　(6)(5)のD1と各県面積Ａとの積によって上限人口Ｌを計算する[Ｌ＝

ＤＩＸＡ]。

　(７)各府県1970，80年センサス人口および(6)の上限人口Ｌにロジスティ

ック曲線を適用し，各府県第１次人口推計値？jを計算する(刎ま年次，

1985～2010年間５年ごと)。

　(8)しかし(7)で計算された各府県瑕のうち，1985年のそれはその後セ
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段階にある。

　第２に，地域人口変動自体が問題となるが，この点については1970年代

に展開された転換局面をなお基調としつつも，1980年代には経済・産業活

動の全般的な低成長とそのなかにおける構造的にかなり激しい転換の進行

とが指摘されており，したがって地域人口変動の将来見通しについても，

地域ごとの政策的対応が大きな意味をもつことになる。

　第３に，すでに1973年第１次石油ショックを契機として進行しはじめた

生活意識全般の変化および1960年代高成長下に新しい生活形態と行動様式

とを形成した青年層の登場は，1980年代以降における居住地選択したがつ

て地域人口移動に対しても，多様にして複雑な動機づけと流動化とをつく

り出すことが予想されるｏ

　そこでこれらの状況認識を背景として地域人口変動の基本的動向を想定

すれば，それは人口流動が全般的にしだいに沈静化に向かうなかにあって，

地域間相互には複雑な交流がつくり出され，それらは全体として各地域人

口をそれぞれに一定レベルに漸近安定化させるものと考えることができる。

このような基本的認識を都道府県人口推計の実際の仮定に反映させる一つ

の手法として，ここでは以下のような推計手続きを採用する。

　Ⅱ　推計の基本手続き

　推計の基礎データは各都道府県についてのDID面積割合（実績値と上限

値）および全域人口密度であり，これらをもちいた推計手続きの基本ステ

ップはつぎのごとくである。

　（1）各府県DID面積割合Ｓ（総面積に対するＤＩＤ面積割合，％）とこれ

に対応する府県人口密度Ｄ（人/km2）とによる相関分布を1980年センサスデ

ータについてとり（図１），その直線回帰式Ｄ＝αＳ十&を計算するoこ

の式から与えられる各府県理論値と1980年実際値との差ｊも計算する。

　（2）つぎに各府県DID面積割合の実際値1960, 70, 80年データにロジ
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をデータとして，そこから人口密度上限値（＝上限人口）を設定する方法を

採用する。このように地域的整合性を前提として上限値を先決する点にお

いて，この推計手法は上限値先決法と呼ぶことができる。次節以降には，

まずそうした上限値設定の前提となる地域人口変動の現状認識を明らかに

し，ついで推計の基本ステップをとりあげ，さらに推計結果に若干のコメ

ントをつけ加える。

　Ｉ　地域人口変動の現状認識

　日本人口の地域変動は1960年代において大都市地域への激しい人口集中

の流れを展開し，それが1970年代において一つの転換局面を迎えたことが

認識されている1o）。

　この転換局面の実態として特徴的に指摘しうることは，第１に，全国人

口移動量の縮小（市町村間移動数で1973年の頂点853.9万人から1983年の667.4万

人へ21.8％の減少），第２に，これに対応して大都市圏人口増加率の低下（東

京・大阪・名古屋各50km圈増加率は1965～70年と75～80年の対比でそれぞれ15.9

→6.4‰13.0％→3.7‰11.2％→4.8%),第３に，逆に地方諸県人口の回復

（人口減少県は1965～70年の20県から1980～85年には１県＝秋田のみ）などの推移

てある。しかしすでに1970年代を経過し，1980年代に入ってからの地域人

口変動を背景とする人口推計に際しては，さらに３つの重要な状況変化に

注目すべきてある。

　その第１は，全国人口の将来動向てあり，この点については人口問題研

究所推計（1981年11月）によれば,出生力低下の影響を主因として,今後にお

ける人口増加はかなり抑制的に想定されたが（2000年時点推計値で１億2,812

万人），しかし1985年センサス（速報値）によれば同年人口は１億2,105万

人となり，これは上記推計値による１億2,030万人を75万人上まわる結果

となった。いずれにしても地域人口変動の全般的な縮小のなかで，全国総

人口の動向はそれだけ地域人口推計値の合計枠として重要な影響を与える
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定を立てることが困難である。

　(3)国際移動の流出入超過分がゼロに近い日本の場合には7)，国内地域

間流入・流出量は全国移動量としては両者が一致すべきもの，あるいは各

地域純移動量が全国合計値としてゼロとなるべきものである。

　(4)さらに人口移動仮定の場合には，出生・死亡要因の場合のように

年齢つみ上げによる合計枠を援用すること，あるいは全国人口における仮

定値を比較基準にとることなどの方法は利用できない。

　このように人口移動要因の仮定が多くの固有の問題点を含むかぎり，特

定の推計対象地域について個別かつ単純にコーホート要因法の適用による

将来仮定レベルを設定することは容易てない。そこてこのような状況のも

とで，とくにさきに問圧点(4)に指摘したような総括的な合計枠や比較基準

の設定を出生・死亡の場合に類似して考えるとすれば，それは推計対象地

域を含む多数地域について，その総人口変動をとり，それらの相互関連に

よる同時推計をまず試みることてある。この場合，その直接の狙いは各地

域総人口変動について相互の地域的整合性あるいはバランスを保証するこ

とであり，この点でそこから得られる各地域推計値自体は一つの基準値の

性格とみてよい。もちろんこの推計値も相互関連推計としての有効性およ

び実用性を十分にもち利用可能てあるが，本来，コーホート要因法推計に

よって与えられる男女・年齢別波動を得ることはできない。しかし逆にこ

の地域的整合性が保証されない個別地域推計値の有用性は疑わしいｏした

がって男女・年齢別推計値の需要に対しては，第１に，多数地域同時推計

から与えられる安定性を基礎とし，第２に，これを比較基準としつつ個別

地域における男女・年齢別推計を試みることが有効である8)。

　本稿の目的は，こうした地域人口推計の基本手続きを前提として，その

なかで第１の相互関連同時推計の事例として，まず全国47都道府県人口推

計を試みることである。この推計において，地域的整合性を与える仮定手

法としては，各府県DID面積割合9)およびこれに対応する全域人口密度
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対して八の影響はとくに大きく，コーホート追跡による精確さが意味を

もつのに対して，これをら変動にまて適用することはあまりに微細・複

雑になるためとみられる4)。

　この出生・死亡仮定方法は，一国あるいは国内特定地域のいずれにおい

ても利用可能てあるが，しかし対象人口が小さい地域になれば出生・死亡

データとくに年齢別のそれは年次的にも年齢的にも変動幅が大きく不安定

となり，それだけ将来仮定値の設定は困難となる。したがって一般に特定

地域推計については，その仮定プロセスに基準を与えるために国ベース

の人口推計を前提として，そこて設定される出生・死亡仮定値を比軟基準

にとることが有効てある5)。

　このような出生・死亡要因の仮定方法に対して，流入・流出要因つまり

人口移動の仮定についても，その男女・年齢別データを必要とすることは

出生・死亡仮定と同様てあり，むしろ人口移動が男女・年齢別にきわめて

差別的てある実態から，そうした分析と仮定が不可欠てある。しかしそれ

にもかかわらず人口移動仮定については，データ整備面からも推計手法面

からも出生・死亡の場合よりもはるかに困難が大きい。

　第１にデータ整備面からみれば，男女・年齢別転入および転出の実績デ

ータは直接の調査による以外には得られず，このため現状て一般的に利用

可能な移動データはコーホート要因法(cohort component method)によっ

て計算される男女・年齢別純移動率(net migration rateby sex and age)で

ある6)。

　第２に推計手法面からみれば，以下のような問題点を指摘しうる。

　(1)人口移動は短期的にも大きく変動し，かつ長期的には移動率をコン

スタントあるいは実績トレンドの任意の延長で仮定することは非現実的と

なり，推計値の有効性を失なわせる。

　(2)しかも人口移動は都市・農村間，大都市相互間，核心・周辺地域間

などの地域間相互の影響が大きく，一般に推計対象地域のみの独立した仮
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　　　　上限値先決法による人口推計理論値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　濱　　英　彦

　はじめに

　人口推計の基本的な手法は，直接の人口変動要因である出生・死亡およ

び流入・流出の４要因について，それぞれの変化を仮定することてあるが，

その仮定の具体的方法は各要因データの整備状況に大きく影響される1）。

　しかしもっとも一般的な方法は男女・年齢別計算を前提として，まず出

生・死亡要因の仮定については，人口および出生・死亡登録（あるいは調

査）の時系列データを男女・年齢別にとり，これらをもちいて出生につい

ては女子の年齢別出生率（八，ズは年齢，以下同様），死亡については男女・

年齢別死亡率（ら）を計算し，それぞれの実績データから将来の変化傾向

およびレベルを仮定する2）。この場合，仮定値のレベルを見定めるための

基準合計枠として，一定の人口集団が出生・死亡ともにその年齢別の率を

経過したものとして得られる年齢合計率，つまり出生については女子の年

齢合計出生率（通常15～49歳についてyﾚﾉ1,一般に合計特殊出生率と呼ばれる），

死亡については男女年齢別らパタンから計算される０歳平均余命（＝平

均寿命，Jo）が利用されるｏ

　これらのデータにもとづく将来動向の仮定に際して，理論的に精確な推

計手法としては年次別・年齢別変化をコーホート分析（cohort analysis)つ

まり同時出生集団ごとの時系列変化として追跡することによって，コーホ

ートごとに将来動向を仮定することが望ましい3）。実際，八仮定に関して

はコーホート分析を適用することがかなり試みられているが，しかし今の

ところらにまて適用することは少ない。その理由はおそらく人口変動に

　　　　　　　　　　　　　－292（1）―


